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従来の平和国家理念

戦後６０年近くの間、日本は自他ともに許す平和国家として存続してきた。その場合の平和国家理念は、憲法の前文や憲法第９条に根拠を持つものと理解されてきたと言ってよい。しかし憲法の制定以来半世紀余りが経過し、地球社会の在り方も大きく変化した。その結果、このような平和国家理念が純粋の形では維持しにくくなったことはやむを得ぬところであろう。

元来、個人にも正当防衛権があるのと同じように、国にも自己防衛のための戦力は必要なはずであった。さらに憲法制定後半世紀以上が経過する間に国際化が進み、局地的な紛争は国際的な協力によって解決すべきだし、それが出来るという方向に歴史が動いている。先進国における軍隊は、もはや侵略のためではなく、国際警察力という意味を持つものに変容しつつある。正当な国際組織のもとにおける集団的な武力の行使に参加しないことは国際的な責務に反し、利己的な卑怯者という評価が下される時代も間近に迫っている。

ここで、しかし、日本人は悩むことになる。今まで堅持してきた平和国家理念を放棄してよいのだろうか。もし放棄するとしたら、日本にはほかに世界に誇れるものが無くなってしまうのではないか。

このように、日本国民が願望として平和国家であり続けたいと思っていることは、疑いのないところである。私たちは、そのことを常に考えの出発点に置くべきであると思う。つまり、実際上憲法の文言どおりの平和国家理念が維持出来ないとしても、日本は平和国家であることを国是とし続けるべきだし、そうだとすれば、それを可能にする理論を懸命に模索すべきだということになる。

新たな平和国家理念の模索

今入類を脅かしていることの一つは、現状以上の核拡散が人類の滅亡を招くのではないかという恐怖感である。一方において理性的な判断をはるかに超える残忍なテロリズムが後を断たず、他方において核兵器の闇市場が存在しうるという現状は、この恐怖が幻想でないことを物語っている。そのような中で痛感するのは、唯一の核被爆国である日本は、核拡散防止の最後の砦でなければならぬ宿命にあるということである。その点からも、また国力という点からも、日本はどのみち世界屈指の軍事大国になることはできない。そうであるならば、日本は逆に世界の中でも特異な平和国家になるべきだと思う。そうなって初めて、日本人は日本という国を愛することができるようになるだろう。

しかし、憲法を改正するにせよしないにせよ、現行憲法の文言どおりの純粋の平和国家理念を希薄化させながら平和国家であり続けるためには、新たな平和国家理念を掲げるほかはない。そこで提唱したいのが、ここに言う「積極的平和貢献国家」の理念である。

従来の意味での平和国家理念は、すべて消極的な形をとっていた。「戦争や武力による威嚇、武力の行使は行わない」「戦力はこれを保持しない」「海外派兵は行わない」「核兵器は持たない、作らない、持ち込ませない」などがこれである。従来の理解では、これら不存在、不作為の総体が平和国家の内容と考えられて来たのである。それが、軍国主義国家として道を誤った過去を反省し、それへの回帰の道を断つ方法として大きな意義を持ったことは言うまでもない。またそれが、日本の側から平和を撹乱することはしないという宣言であったため、周辺諸国に安心を与えたという効果も否定しがたい。

しかし、現在の世界情勢をみればわかるとおり、人類の平和は、平和状態を創出したり、維持したり、紛争や緊張を緩和したりする努力がなければ、決して実現できるものではない。戦力の不存在、戦争の不作為でもって実現できるものではない。つまり、積極的な平和貢献政策がなければ決して実現できないのである。

もちろん戦後の日本はこのことを忘れたわけではなく、むしろ多くの日本人が様々な形で平和貢献行動を展開してきた。ただ、多くの国民の意識の中で、日本が平和国家であるのは前述のような消極的な形での平和国家理念を堅持しているからだという思いがあるため、それらの活動が、日本が平和国家としてそれをしているのだという意識が育ちにくかった。そこで今こそ、過去への回帰を強く戒めつつ、軍事力にかかわる論争の外で、「軍事力によらない積極的平和貢献」に重点を置く平和国家理念を構築し、これを日本の国是とすべきだということを強く主張したい。その内容は次の通りである。

積極的平和貢献国家の内容

平和の創出、維持のためには、戦争や武力行使の原因を出来るだけ早く除去することが必要である。しかし、その原因は多くの場合長い歴史を背景とするため、根本的な除去が困難なことが多い。ただそのような場合でも、緊張緩和に努力し、武力行使を回避することはできなくはない。その方法として武力行使が必要な場合もあろう。だが、今世界中の人が目の当たりにしているように、それは怨恨や報復を呼び、かえって平和の撹乱になるおそれが大きい。出来るだけ抑制すべきだし、そもそもそれは日本の役割ではない。

武力行使以外の方法には様々なものがある。政治力、経済力、外交力などがすぐに思い当たるだろう。自衛隊のイラク派遣については様々な意見、批判もあったが、テロ撲滅のためではなく、復興支援のためであり、なぜ自衛隊かといえばイラクの危険な状況からすると民間人ではそれができないからだ、という理論は、確かに世界に向けて通用し得るように思う。ひょっとすると世界の中で唯一の日本らしい貢献をしているのかもしれない。

日本は久しくＯＤＡという形で経済力による平和貢献をしてきた。今後日本が「武力によらない積極的平和貢献国家」であることを国の基本方針にした場合、ＯＤＡによる経済援助も体系的理論的にその中に含められ、非常に目に付くようになる。

外交力による平和貢献については、ノルウェーが行っている「仲裁外交」を先例として学びつつ、日本人、アジア人、あるいはキリスト教にもイスラム教にも属さない人種としての特色を発揮した貢献をすべきだろう。各地の局地紛争が、直接ではないが宗教の併存を背景にしている事実に着目すると、多神教的世界観を持ち、どの宗教宗派にも寛容な日本人は、世界の中でもそれに向いた民族であると思う。

しかしとくに強調したいのは、「広い意味での文化」がその手段として非常に有効だと言うことである。とくに日本の政治力や外交力の行使が及びにくいとか、不自然だという場合でも、文化を手段とする平和貢献ならば受け入れられやすい。さらに注目すべきは、政治力や外交力は一般の国民には行使できないが、文化による貢献ならば一般の国民でも参加することができる。若者でさえ、良い指導者がいて条件が与えられれば参与することができる。若者の無心のボランティア活動は、受け入れ国の国民に感動を与え、好印象をあとあとまで残すことになるだろう。様々な後遺症を生む軍事力の行使はもちろんのこと、政治家や外交官の活動以上に外交的効果をあげることができる。

積極的平和貢献国家拡大への努力

「軍事力によらない積極的平和貢献国家」の理念の構築は、実は単に日本のみの課題に止まるものではない。今世界が求めているのは、このような役割を演ずる国であって、日本はそこに名乗りを上げる資格があると思うが、日本に限られるものではない。とくに現在の世界的な不安の根源に旧約聖書以来の文明の対立が横たわっていると思われるので、そうだとすれば、日本人に似た世界観の支配する北東アジアの国々に独特な平和貢献への文明史的役割があるように考えられる。それを説く役割は、アジアの中で一番先に国際社会に躍り出た日本にあるのではなかろうか。

実は私は私なりにそれを意識した小さな活動を行って来たし、そのような運動をして来られた方も多いと思う。それらを断片的なものに終わらせないためには、国として一つの大きな体系を明らかにし、すべての関係する活動を視野におさめる必要がある。それは、国連における日本の立場、役割を鮮明にし、常任理事国入りを承認して頂く理論に十分なり得ると思う。しかし何としてもその前段階として必要なのは、「日本は積極的平和貢献を国の基本方針とする平和国家である」という意識をまずお膝下の日本で確立し、普及することである。おおかたの賛同を求めたい。

●「自由民主」平成15（2003年）年9月30日（火曜日）　甘辛提言
西原春夫　　学校法人国士舘理事長・青少年育成国民会議会長

どうしたら日本をもっとよくできるか

教育基本法改正とのかかわりで、愛国心のことが論議を呼んだ。元来国や郷土を愛する心は誰でも胸の中にひそかに持っているのが普通だから、なぜことさらに国が号令をかけて教育の中でそれの養成を強調するのか、いぶかしく思う人が多かったように思う。「日本という良い国に生まれて育った」と心の底から思えば人は自然に国を愛するようになるのだから、問題は「どうしたら日本をもっと良くできるか」ということにあり、その責務は若者より大人に課せられている。もっとはっきり言えば、若者に愛しにくくさせるような行動をとる大人にこそ問題の根源がある。

それにしても、日本の国民、とりわけ若者が自分個人の身近な事柄だけに関心を払い、小さく生きているという印象は免れがたい。アジアからの留学生が自分の国の発展に少しでも貢献しようと目をらんらんと輝かせて勉強している姿と比べると、憂国の思いを禁じ得ない。愛国心を養成しよう考えた人の中には、それか理由だった人もあるに違いない。

自分の人生を捧げるのに値する価値

しかし、翻ってみると愛国心の有無は結果現象であって、アジアの国々ではこれから発展しようという「国としての生きる道」がはっきりしているのに対して、日本はある意味で行き着くところまで行ってしまい、それがはっきりしなくなったところに問題があると考えられないだろうか。

歴史を回顧すれば明らかなように、昔は郷土や藩、近代になってからは日本という国が良きにつけ悪しきにつけ、明確な目標を持ったとき、若者は奮いたった。利害打算を超え、身命をなげうってまで公のために尽力した。それは愛国心を要求されたからではなく、組織の目標の中で自分の人生を捧げるに値する価値を見いだし得たからである。

日本独自の仕方で人類の不幸を救う

今の歴史の流れの中で、日本しかできないこと、それは旧約聖書以来の文明の対立が顕在化しつつある二十一世紀において、自らの属する北東アジア諸国とともに第三の文明世界を形成し、宗教に寛容な多神教的世界観や、和と徳と中庸の思想をひっさげて文明の衝突の間に割って入り、両者を調停することである。国としては時にやむを得ず軍事力を行使することも必要になろうが、それと「平和国家として平和的手段をもって紛争を緩和する」という国是とは矛盾しない。別個に国としての平和構築活動を大いにやればいいし、まして若者を含めた国民の民間団体がそのような理想を掲げて、世界の中のややこしい場所で黙々と活躍することが、日本に対する評価全体を決定すると思われるからである。教育の中でどうやって若者に愛国心を持たせるかといった片々たる議論はやめよう。人類絶滅の恐れさえ現実化してきた二十一世紀の中で、最も日本らしい独自の仕方で人類の不幸を救う、その大理想に若者は必ずついて来ると信じてやまない。

●２００２年４月２１日国際ロータリー第２８１０地区　・　地区大会記念講演趣旨

戦後日本の忘れ物

　　　　　　　　　　　　　　　　　元早稲田大学総長・学校法人国士舘理事長　　西原春夫

日本は、今、歴史的な大転換期にあります。ここ数年、日本の社会では、それ以前に起こらなかったような事件が次々に起こっていますが、それはどこに原因があるのでしょうか。戦争ですべてを失い、ゼロからスタートした日本人の限りない「豊かさ」の追求、憲法の中心的な理念である「権利と自由」の一方的な追求、ここに原因があるのではないでしようか。物質的な豊かさではなく、心の豊かさについて、私たちはあらためて考えなくてはならないのだと思います。

これまで起こらなかったような犯罪が起こっている

現在、日本は、日本の近代史でいいますと、幕末から明治維新にかけての大転換、敗戦からアメリカ占領軍の指導を受けつつ戦後社会に変わっていったあの大転換と、同じ規模の大変大きな転換期を迎えています。政治も経済も教育も、社会のあらゆる分野で大きな転換期を迎えていることは、多くの方々がお感じのことと思います。しかし、その転換期がどういう意味を持つかについては、必ずしも皆さんが、同じ考えではないだろうと思います。

今から五年ほど前になりますが、神戸で、中学二年生、一四歳の少年Ａが、小学生の子どもを殺して、首を切って、中学校の門の前に置くという、本当にぞっとするような事件が起こりました。それに続いて、バタフライ・ナイフによる殺人傷害事件が、相次いで起こりました。ちょうどそのころから、不登校やいじめといった現象が急に目につくようになりました。援助交際という言葉が使われるようになったのも、そのころからです。

また、これまでの日本の社会では起こらなかったような、大人の異常な事件も相次ぎました。例えば、親が自分の子どもに生命保険をかけて子どもを殺したとか、虐待をしたといった事件が毎日のように報道されています。

そのほかにも、学校の先生、警察官、裁判官といった、道を説く立場、国民を守る立場の人による犯罪も多くなっています。これをどう見るか、なかなか難しいところですが、社会が変わったから起きたのだ、という見方もできなくはないと思います。しかし、本質はそれだけではないのです。

もちろん、現在の青少年にも素晴らしい人たちもたくさんいますが、一般的に言って、最近世の中を騒がせている事件や、若者のものの考え方などを見てみると、欲望制御能力が弱体化しているのではないかと、私は考えております。

どうしてそういうことになったのか。青少年だけではなく、以前にはなかった犯罪を起こしている大人たちの多くが、戦後生まれの人たちであるということから考えると、事はそう簡単ではありません。つまり、社会が変わったから新しく起こった犯罪ではなくて、戦後五七年の、日本のあり方全体がそこに反映していると言えるのではないでしようか。その辺をもっとしっかりと理論づけする必要があると思います。

戦後の日本は豊かさと権利と自由の追求をしてきた

ところで、もし、五〇年後、一〇〇年後の歴史家が、戦争の終わった一九四五（昭和二〇）年以後の日本の歴史を特色づけるならば、何と言うでしょうか。「豊かさの追求」と、憲法の中心的な理念である「権利と自由の追求」の時代であった、と言うのではないでしょうか。

第一の豊かさの追求。終戦の年、日本は無一物になりました。食べる物もない、着る物もない、住む家もない。そこから出発したわけです。何とか食べられるようになろうよ、着る物を着られるようにしようよ、住めるようになろうよというところから出発して、これがだんだん膨れ上がって、いつのまにか世界有数の経済大国になりました。それにもかかわらず、土地の投機を中心としてあのバブル経済を生み出して、そして現在の地獄に落ち込んだ。これが現在の姿じゃないでしようか。つまり、日本人は、無限に豊かさを追求したのです。

第二の権利と自由。戦前は、あまりにも権利と自由がなさすぎました。戦前には戦前なりの道徳とか宗教がありましたが、今から振り返ってみれば、とても非人間的な部分がありました。また、国がそれを、当時の国家政策に利用した側面もあるような気がします。したがって、日本人は、戦前からあった道徳観を保持することに、自信を失っていました。そういうところ、アメリカから権利と自由、民主主義、平和主義を理念とする憲法が与えられて、いろいろ抵抗はありましたが、戦後の社会に定着していったのです。

私は、戦後、権利と自由が与えられたことによって、日本人が非常に多くの幸せを得たことを否定するつもりはありません。しかし、実はそこに問題があったのです。豊かさといい、自由といい、結局日本人は、欲望の充足をひたすら求め続けたわけです。今の日本には、ナマのぎらぎらした欲望を実現するのにふさわしいシステムが、完璧なまでに出来上がっています。

法は道徳の最小限度である

ところが、「自由」という概念について、ヨーロッパの思想史を眺めてみると、そう簡単に口にできないくらい、ものすごい重さを持ったものとして、考えられていたことがわかります。カントは、『実践理性批判』の中で「あなたの意思の基準が常に同時に、誰にでも当てはまる立法、法律制定の原理として当てはまるように、妥当し得るように行動しなさい。これが自由なのである」と言っています。厳しさを持った自由なのです。

ヨーロッパでは、そのように厳しいものであったのですが、果たして戦後、新聞に書かれていた文化人や学者が説いている自由はそんなものではありませんでした。「私の自由をできるだけ認めろ」という方向で、自由というものを考えたのではないでしようか。つまり、「欲望の自己実現の原理」として権利と自由が与えられた。このようにして、戦後五七年が経過しました。

本来、人間はだらしのない存在なのです。欲望の自己実現の原理自体は間違いではありません。私自身も権利や自由がいかに大事なものであるか、よくわかります。その大事さはよくわかるけれども、その原理の隣に、「欲望の自己抑制の原理」がなければならなかったにもかかわらず、そのシステムを開発しなかったところに、戦後日本の最大の問題がありました。そして、その問題が、現在、あらゆるところに噴出し露呈してきたのです。青少年犯罪もそうですし、大人の犯罪もそうです。

日本の法律は、フランス革命以後の、いわゆるヨーロッパの近代法の思想に基づいた、近代法の体系を基礎としています。戦後、法律のある部分は、アメリカから渡ってきましたが、そのアメリカの考え方も、やはりフランス革命以後のヨーロッパ近代法の考え方を受け継いでいます。

法律というものは、元来、人の道を説くものではない。争いが起こったときにどちらが正しいかを判断し、そして正しくない方が正しい人に対して何をしなければならないのかを判断する基準なのです。

一九世紀のドイツの法哲学者である、イェリネックの有名な言葉があります。「法は道徳の最小限度である」。そこにヨーロッパの近代法の考え方が出ています。つまり、人の生き方を決め社会生活の秩序を維持するのは、一次的には道徳なのです。法律ではない。しかし、人間というのは欲望に満ち満ちた存在だから、道徳に委ねるだけでは人の利益や権利は守れない。従って道徳に委ねられない最低限の場合に、法律が、しかも控えめに登場すべきものだという考え方を戦後の日本は忘れてしまったのではないでしょうか。つまり、権利と自由こそが最高の価値であって、その隣にそれを上回る価値があってはいけないという考え方があったのではないでしょうか。

フランス革命前のヨーロッパの社会はどうであったかというと、もうなんでもかんでも法律だったのです。例えば、夫婦げんかをした、身分違いの服装をした、そういったささいな出来事が、なにもかも処罰の対象になりました。

そういう裁判制度、法律制度を否定するために、フランス革命の思想が生まれてきたのです。そこから法律は万能でないという思想が生まれてきたのです。道徳がまずもって人問の権利と自由を保護し社会生活を確保し、人の生きるべき道を教えるものなのだ。法律は後から出てこいという考え方は、このような経験から出てきたわけです。

したがって、仮に憲法を改正して、その憲法改正によって、例えば青少年の有害環境などの除去が容易になったとしても、それだけで今起こっている問題を解決することはできません。問題は、憲法を頂点とする法律の価値観の隣に別な価値観がなければいけない。それがなかったところに、戦後五七年の問題があったということを、よく覚えていただきたいと思います。

身を殺して仁を成す

そこで、今後どうすべきかという問題になってきます。道徳、すなわち、人の生きる道、その原理が欲しいのです。戦前は先ほど申し上げた通り、問題があったとはいえ、憲法の隣に道徳の体系も、一種の宗教観もありました。そして、それが日本人の生き方を決めていました。もちろん、当時だって犯罪はありました。けれども今のようなおよそ人間と思われないような犯罪というのは、ごくごくまれでした。のみならず、日本人の生き方、物腰、態度などに、ヨーロッパ人たちは大変驚き尊敬の念をいだきました。日本人の行動美の根源がそこにあったのです。

そこで、考え方としては二つあります。一つは、伝統的な道徳が具合悪いとするならば、二一世紀に当てはまる、新たな道徳原理をつくり上げるということです。若い人は、恐らくそうすべきだと言うに決まっています。

しかし、果たしてそれができるのかというと、私はいささか悲観的になります。と申しますのは、今の若者はすべて、権利と自由が一番大事な原理として教えられてきたのです。その権利と自由に、カントの言うような厳しいものを持ち出して、それを基礎にするというようなことは、そう簡単にできることではありません。

となるとどうすればいいのか。どの国の道徳を見ても、伝統的なものをまったく否定して、二〇世紀になって新たにつくり出したというところはありません。やはり伝統的なものが基礎になっています。とするなら、われわれ日本人もそこから出発すべきではないでしようか。

私は、戦前日本にあった伝統的な道徳の中で取捨選択の整理をして、二一世紀にも合うものを選び出し、戦後五七年の社会のなかで、既に克服したと思われる部分は、捨てていかなければならないだろうと思います。

昨年、東京の山手線の新大久保駅で、日本人が酔っ払ってホームから線路に落ちました。それを助けようとして二人の男性が飛び降り、電車にひかれて死んでしまいました。その中の一人が韓国からの留学生。韓国の新聞はその行為に対して、「身を殺して仁を成す」という表題を掲げ、韓国の世論はそれを支持しました。私どもの世代は、その言葉を聞いただけで何を言っているのかわかります。今の若い人たちは「仁を成す」の「仁」とは何かわかりません。

後で韓国の仲間にも聞いてみたのですが、韓国でも、この言葉が日常生活の中で使われているわけではないようです。しかし、古い言葉であるけれども、彼の行動を褒める言葉としては、まさに適切であったと言っていました。

ところで、かつて日本人の生き方の中には「身を殺して仁を成す」という道徳があったのです。これを二一世紀の今の世の中にもう一度呼び戻して、これでいけと言うべきでしょうか。

急に結論が出ないのは、戦前には、この儒教の道徳を、国がその政策に利用した側面があるからです。そして、そのことを、われわれはよく知っています。神風特別攻撃隊は、悠久の大義に生きよ、身を殺して仁を成せ、ということだったのでしょう。そういう面があったので、この言葉には首をかしげる人もいらっしゃるわけですが、そのように国が道徳を強いるということと、自分の生き方の道しるべにするというのとはおのずから違う、と私は思います。

皆さんの賛同はまだまだ得られないと思いますが、私は、「身を殺して仁を成す」の身を殺すということは、別に本当に死ぬことを指しているのではないと思っています。そうではなくて、命がけで人のため世のたに尽くすという生き方、これは必要なのです。それだけの迫力がなければ仕事はできません。

国や自治体、公がそれを強いることはないということを保証した上で、個人個人の生き方として、そういう言葉を復活させるという必要があるのではないでしようか。

物質的に豊かになることだけが幸せになることではない

昨年九月一一日にアメリカで起きた同時多発テロ以降、アフガニスタンや、パキスタンでのアメリカの軍事行動の報道に関連して、イスラム教とか、イスラムの人たちの生き方というものが報道されました。こんなに強烈に報道されたことは、戦後一度もありませんでした。そこから、私は非常にいろいろなものを学びました。皆さんはどうだったのでしょうか。

日本人は、少なくとも明治維新以来、欧米のイデオロギーだけを見てきました。日本人は、戦後社会のなかで、アメリカの物質至上主義の考え、すなわち豊かになることが幸福なのだという考えに、いつのまにか巻き込まれてきた気がいたします。しかし、そういう世界とほ違う世界があることを、われわれはアフガニスタンの戦争以降、見せつけられました。あの質素で平等な衣服、礼拝、断食、聖戦。みな欲望の自己制御を養う手段だったのです。

日本人は憲法が政教分離を唱えたこともあり、一般の国民から宗教心が奪われてきました。あるいはそれを育てるシステムがありませんでした。しかし、「人間はある絶対者の前には未熟な存在である。未完成な存在である」という認識は必要です。神への畏れという言葉がありますが、人間は未完成で、未熟で、不完全なものなのだ。そして、せいぜい完全な者になろうと努力することはできるけれども、到達することはできない。そういうものなのだという観念が、実は日本には必要だったのではないかという気がして仕方がありません。

最近、文部科学省では、「心の教育」という言葉を使っています。物質的に豊かになるだけでは幸せではない。私どもの大学に国際的なボランティア活動をやっているグループがあり、ネパールやベトナムの山奥で、学校づくりの手伝いをしています。村人と一緒になって汗水流して、帰るときには村人たちが総出で見送りに来て、涙を流して抱き合って感謝してくれた。胸をゆさぶるような、心を揺るがすような、体の底からわき上がるような、その感激こそが人間の一生の中で一番幸せではないかということを学生たちは実感して帰ってきました。そのような人間の価値、人間にとって大事なことは何かということを明らかにする。古いように見えるが、伝統的で、かつ二一世紀にも当てはまる、そういう道徳的な理論体系を理論的に築くことが重要だと思います。

日本人が無宗教だと考える人がいたら、とんでもない間違いです。日本人の三分の二にあたる八四〇〇万人が初詣でに出かけます。年が改まって新たな誓いを立てる、新たなお願いをする対象は、絶対者なのです。お寺でも神社でもいいのです。例えば、昔の日本人は、お天道さまと言いました。人は見ていないけれど、お天道さまが見ているのだから、神様が見ているのだから悪いことをしてはだめだよと、小さいころからずっと言われ続けてごらんなさい。そういう観念ができてきます。この観念があるかないか、ものすごく大きな差です。こういう形で戦後のありようを克服しない限り、修正しない限り、日本は確実に五等国に向かって転落し続けます。これが私の考え方であります。

今日はいささか極端な表現をとりましたが、各界のリーダーの方々、私の考えの中に参考になることがありましたら、どうか周りの人々に大いにそれを受け売りしていただきたい。このことをお願いして、私の講演を終わらせていただきます。

＊写真提供ボンカラー・フォトエイジェンシー

　　バタフライ・ナイフ：流りたたみナイフの一種で、柄を開くとチョウに似ているとこるから、このように呼ばれています。

学校法人国士舘理事長・西原春夫

一九四九〜五六年　早稲田大学第一法学部および大学院法学研究科に学ぶ。専門は刑法学。

一九五三年　助手、五九年、専任講師、六二年、助教授を経て、一九六七〜九八年、早稲田大学教授。一九六二年　法学博士（早稲田大学）,一九六二〜六四年　ドイツ・フライブルク大学外国・国際刑法研究所に留学,一九七二〜七六年　早稲田大学法学部長,一九八二〜九〇年　早稲田大学総長,一九八四〜九二年　日本私立大学連盟・日本私立大学団体連合副会長、八八年より会長,一九九八年四月　学校法人国士舘理事長、現在に至る。

●「教育新聞」

昨年の夏、一家で北海道を車で旅行しているときだった。原野の景色に退屈した９歳の孫娘が「四字熟語の競争をやろうよ」と言い出した。

学校のかたわら通っている塾で、たくさん覚えさせられたのだという。「よし、やろう」

昔、戦時中、みっちりそういう熟語を教えられた私には自信があった。

「勇猛邁進」「大器晩盛」「一心不乱」「天下泰平」⋯⋯。ふたり交互に熟語をあげあううちに、だんだんリズムが私の方に悪くなってきた。「義理人情」とか「粉骨砕身」あたりはいいとして、昔、いつも当たり前のように使われていた「忠君愛国」とか「夫唱婦随」などは、今の世に合わないなどとためらっているうちに、次が出てこなくなり、孫娘の新しい記憶に完敗してしまった。

しかし、この体験は衝撃的だった。戦後６０年近くたって、突然記億を呼びさまされた漢字の四字熟語が、いかに的確に人生の営みを語り、いかに明確に人の生き方を教えているかに改めて気づかされたのである。

ひょっとすると、これまでの生涯の中で、とくに組織のリーダーとして荒波を押し渡ってこられたのには、これら四字熟語による教えが胸奥にあったからではなかったかとさえ思われた。

例えば、努力して避けようとしてきた態度に「右顧左眄」「自縄自縛」「軽挙妄動」「自暴自棄」などがあり、リーダーとしてとるべき態度として「疾風迅雷」「先憂後楽」「臨機応変」などがあった.
「内憂外患」「半信半疑」「荒唐無稽」「隔靴掻痒」など、他におきかえようのない絶妙な表現である。

このような漢字の四字熟語は、戦後ずっと忘れ去られた感があった。それを子供に覚えさせたというのは、まことに卓抜な見識だったといってよい。何故なら、そこには将来大人になってから役立つ人生観や処世訓が、ズバリと盛られているからである。

それがなおざりにされたところに、実は戦後教育の最大の問題があったとさえ言ってもよい。テレビなどで見る限り、小学枚で書道の題材になるのは、二字熟語が多いようだ。「平和」「希望」「太陽」など。それらも悪くないが、何か人の好みに迎合したような、いかにも戦後日本的な甘さがある。

これに反して、四字熟語には思わずビクッとするような厳しさがある。意味など教える必要はない。好きな四字熟語を自分で探し出させて筆で書かせる。先生方は、それが実は大切な道徳教育であることに気づくべきだと思う。

●「毎日新聞」2003年（平成15ねん）10月19日（日曜日）発言席
「恩讐超える国立追悼施設を」
学校法人「国士舘」理事長・西原春夫

福田康夫官房長官の私的懇談会「追悼・平和祈念のための記念碑等施設の在り方を考える懇談会」（平和懇）は昨年１２月、報告書をまとめ、国立の恒久的な追悼施設の建設を提案した。しかしその必要性については国民に真意が伝わっているとは言いがたい状況なので、委員の一人として、私なりに報告書の背景について説明したい。

まず、戦争を回顧する際に国が「国のために命を捧げた人」に対し、弔意、哀悼、感謝の意を表さねばならないことは言うまでもない。靖国神社はそのために建立され、戦後は戦前同様の一義的な位置づけは困難になったが、その社会的意義は大きい。だから平和懇では、誰一人として靖国神社に「代わる」施設を作ろうと発言した者はいなかった。靖国神社はそもそも何らかの施設によって「代替」されるような軽々しい存在ではない。

一方、核拡散が人類絶滅につながる恐れが強くなり、軍事的報復の連鎖が世界を不安に陥れている今、それを超える日本人の平和思想を形で示す緊急の必要性が生じたと考えるべきだ。

報告書の根底にあるのは、「怨恨や恩讐を超えなければ平和はない」という思想だ。それを強調し、自ら実践する国が増えていかなければ、人類は地球から消え去ってしまう。

怨恨や恩讐を超えるためには、自国の立場だけでなく、戦争のために死んだ相手国の人やその遺族の立場に立つことが必要だろう。仮に戦争を正当化しうる何らかの理由があったとしても、戦闘で他国人に殺された人やその遺族にとっては、理由の有無は関係がない。だから、せめてその人の身になり、その思いから出発しなければ、怨恨の連鎖は断ち切れない。

西洋近代の思想が日本を覆う以前の日本人の宗教観には、恩讐を超える性格があった。元寇の後、北条時宗は円覚寺を建て、「此の軍及び彼の軍」の魂が「速やかに救拔され」「法界ついに差なく、怨親ことごとく平等ならんこと」を祈らせた。つまり、一方的に攻めてきた敵方の元軍の戦死者さえ、自国兵と同様に手厚く祭った。このような日本の伝統的な思想を、今や世界に向けて発信すべき時が来た。「戦争のために死んだすべての国のすべての人を憶い、戦争の惨禍に想いを致し、不戦の誓いを新たにして、平和を祈る」ための施設の建設を提案した平和懇の本旨はまさにそこにある。

報告書は追悼施設を「無宗教」としたが、これも誤解されたようだ。それは、施設の形式が神式、仏式など特定の宗派的形式を備えていないという意味だった。施設での祈りが宗教的なのは当然で、これを否定、排斥したわけではない。逆にどのような形式の祈りでも受け入れるという意味であった。

「そんな施設は魂の存在しない空の施設で、日本の伝統的な文化に反する」との批判がある。しかし、神や仏、死者の霊魂は本来、祈る人の心の中に存在するものであって、神社仏閣とか姿のよい山、美しい落日、初日の出などの環境に接した時に顕現し、そこにいるように感じられるというのが、それこそ日本人本来の宗教観ではなかろうか。私が靖国神社に参拝するとき、知人の戦没者のみならず知らない英霊にまで祈りを捧げられるのは、そのような宗教的感応によるものだろう。

追悼施設の建設は、小泉純一郎首相の靖国神社参拝を契機に噴出した近隣アジア諸国からの批判を和らげる付随効果を持つと考える。しかし、平和懇はそのような効果を目的としたのでは決してない。提言した追悼施設ははるかに深い意味を持っていると自負している。
（毎週日曜日に掲載）

＊「新平和国家理念」は近く「時評」の十一月に掲載される原稿です。「戦後日本の忘れ物」はここ数年何カ所かで講演を行ったものの一つで外の人の触れていない観点がいくつか盛られていることにお気づきと思います。自分で言ったのでは迫力ありませんが、このような所説が世に出ないことを残念に思っております。

「四字熟語」には短いながら戦後教育の欠陥が鋭く指摘されているとお思いになりませんか。

最後に「二十一世紀のアジアと日本」は二年前のもので、今書くともう少し変ったものになるのではと考えております。　というのは、たったこの二年間の内に私も成長したようです。

平山・松下氏との対談もさることながら、巻末李香蘭の話は気楽にしかしある感銘を持っていただけるかと存じます。
·  西原春夫（にしはら・はるお） 氏 ・ 略　歴
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  シリーズ連載──　21世紀の教育を考える 久保田宏明氏 

シリーズ連載──　聖賢に学ぶＥＱ力講座 小田全宏氏 
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主な著書、６７冊以上

「早稲田の杜よ永遠に―わが師・わが友・わが人生」小学館 
「早稲田精神の世界性」リカレントブックス   「21世紀のアジアと日本」成文社  

 「道しるべ」 講談社 「人を生かし国を活かす―いま国士舘の目ざすもの」 成文堂新書 
  判例ハンドブック (刑法各論) 日本評論社   刑法マテリアルズ―資料で学ぶ刑法総論  柏書房  
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  刑法の根底にあるもの    成文堂選書 (40)   刑法の根底にあるもの    現代法律学の課題  一粒社 

 　判例刑法研究 5 (5) 西原 春夫 (著) 21.    判例刑法研究 (6) 西原 春夫 22.  判例刑法研究 
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   犯罪各論  成文堂   宗教法学の課題と展望 成文堂  
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